
カセム財政の一断面

ぅ

"
p
ろ良じ二

．ヽー．
t
1
ゴ

せ、

11
止
村駅松

1963年2月8日イラクの首都バグダードにおい

て決行された反政府クーデクーは翌9日午後 1時

30分のカセム銃殺刑をもって成功裡に終了， 約4

年有余にわたって岩臨したカセム独裁政権は名実

ともにイラク政治史の舞台から姿を消すこととな

った。当時箪者はこのバグダードに滞在していた

が， 命のやり取りを伴うこのような政権交代を目

のあたりにしたことは， 激動する中東梢勢の姿を

強く•印象づけられる得がたき体験であった。

バース党を中核とするこのクーデターによって

イラクのみならず中東全般の政治地図が大きく途

り変えられ， この結果同国が今後いかなる方向を

たどっていくか， けだし世人の諏大関心事の一つ

ではあろう。 しかしながらかリに新政権がいかな

る政策をとろうとも， それは旧政権時代の政策と

まったく無関係に立案されるのではなく， 新政策

はなんらかの意味で旧政策の修正もしくは変更と

いう形で提起されよう。 これは経済政策の分野で

とくにそう言えるのではなかろうか。こうした意

味からもカセム政権時代の経済政策を全般的にあ

とづける必要があろうが， 本稿ではその重要な一

部をなす財政政策に問題をしぽって検討してみる

ことにするc

I イラク財政政策の基本方向

バグダいード大学教授ジョン・エルネスト栂士（注l)

はバグダード廂業会泌所主催の文化購祇会におい

て Al-Siyasatal-Maliyah fi al-Iraq（イラクの財政
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政策）と姐する乱It術を行ない，その中でつぎ(/)よ

うに言っている。

「カセムによる 1958年の革命以前におけるイラ

クの財政政策は特定の目標というものを持ってい

なかった°E2)。いな，むしろ政府は学問的な：意味

での財政政策を持たなかったと酋ってよい。たと

えば予符説1リ閲においても財政政策という届業が

1954年まで出てきていないのである。 もちろん政

府歳出歳入の経済生活に与える影特などは研究し

ていなかった。 1開発財政上の直要な発liしは1950年

以後であること改めて言うまでもなく， 1951年か

ら1957年までの間に約3£0:5000万ディナし・ル (il:3)

の投貸支出がなされ， その窯味でイラクは国民経

済の（つまりなt極投ftの）成長段階にはいったので

あるが，財政政策上，組織的な経済拡大を保証する

ための投衰配分およびタイミングが無視されてい

た。イラク経済に強いショックを与えた(J)は多分

にこうした投衰結果に由来するのである」と (il:•I) 。

このエルネスト拇士の指摘はつまるところイヴ

ェルセン教授血5}の説いた総孟要と総供給のバラ

ンスを図るという投浴廊則に反していること さ

らにまたボトルネックを阻酌した支出配分がなさ

れていないということなどを意味するものと思わ

れ，そうした意味からすれば経済関係当局は財政

技術的にまだ十分にイヴェルセン勧告の趣旨を体

していないことになるかもしれない。 しかし関係

当局の機梢が， 勧店以前よりかなり賂備されてき

ていることは認められていいようである。



しからば1958年のカセム政権樹ヽ＇ I：以後はどうで

あろうか。 1959, 60, Gl各会計年疫の予窮説明要

旨から理解しうるところでは， 革命政府は1町1民経

済の研究を基礎として柏極財政をとっている。そ

してそれは二つの目標の実現という形をとってい

る。一つは社会的福祉国家｝原且l]の適用と社会衡平

J)頭jの蔽用でこれは現在の役困階叙の生活水準改

善のための一般•サービス， 社会サービスをより多

く提供するために経済諾毀源を振り向けること，

および所得配分の格迩i29少なくすることによって

実現される。 もう一つは急速かつ組織（I勺成長を実

現するように社会公共究本形成への支W増加によ

る国民経済の発）設ということである。かかる財政

政策I.i椋達成のため， （1)できるだけ負担を公平に

する意味を含んだ税制の改訊 (2)一般サービスお

よび社会サービスをよリ多く提供するためー！）史会

計の枠内で政府支出を培加すること， （3）国民経済

発展のための経済計画支出割当の増加と所与の計

両の組織化， 14）通常—競店 (Ordinmy bucll{Cl)と計両予

鉢に関する赤字政策の採用，などがとられる (1よ6)。

さてこうした革命政府の財政政策はしからば数

字の上でどうあらわれているか， 中央銀行の統計

数字でみてみよう。まず一般会計についてである

が， 1956~60年疫の歳出・歳入およびそのI}、ji沢は

第 1, 2, 3表のとおりである。 これをみると政

府歳出規模の増大と赤字の恒常化（煩向とが頭箸に

賎取される。 1956年度の歳出を 100とすれば革命

の年の58年皮が約112.7, 翌59年疲が約 142.5, 60 

年度には約162.6というぐあいに歳出規樅が培大

している。計画省の統計咆門家V・マニアキンの

統計によれば1956年の卸売物価指数を 100とした

楊合， 1960年には105.7となっているから(i.l:.7)，も

しこの数字が正しいとすれば一般会計における政

府支出は絶対的にも相対的にも培加していること

がわかる。ふたたびエルネス l• 閲士の言を借リれ

ば， 「一般会計を分析してみると， 社会サービス

（教育（店（建その他）の附力II率は一般•サービスのそれ

よりずっと大きい。かって 1955年度に社会サービ

スの一般会計に占める比率は 28％であったのが59

年度には34.4%,60年朕には35.2%となっている。

したがって低額所得階級がこれら社会サービスの

増加から利益を得ていることは疑いない」 (tE8)と

いうことになる。第2表からも明らかなように，

第 1表 l9邸～60各会i•I•年度一般会計如lii狡入状況

(Jii(i'r．： 100万ディナール）

麟年度 l
I 

• •一•一•ー・・--

欣入 l歳 Ill| ；溌雑'i
， • -• -一•-―7•ー・ー·—-——- • 

l 9 5 fl'. (j2. 71:3 I 70. 276 f - 7. 5<53 

l 9 5 7 61.8Sl 73.821 -］ 1. 970 

l 9 5 S 75.572 7~).207 - 3.635 

1 9 5 9 89.724 lOG.167 -10.443 

l 9 (i 0 103.614 114.286 -10.672 

(ii:） イラクの会計年度ば，わがIJ:［のそれと同じく

4月から始まる。また，イラクのjif11'tはイラク・
ディ;)・ール (IraqiDinar)と呼ばれ， 1ディナ・一

ルは 1スクーリ・ノグボンドとパーである。
(ffl所） Statisticsand Research Dept., Central 

Bank of lraq, (.Juarterly珈 llcti“°fthc cC91iral 
珈 kof Iraq, No. 41, Jan./!vfor., 1962, p. -18. 

第2表 一般会計籾lirJ、J沢 (.m(J. ： 100万ディナール）

1:［こ：；:11:1言：言Ifi言I~：［［|］言
-------------..一ー・・・・・・ ・.・・-・----—· • •一·-··· .... .．．ー・・・・-・-
一．`．．．．・・ 年 J~ I I I I 

Hl5G I 1957 I 1958 I 1959 I 1960 

ナショナ；昇ダンス ―i -31t)1 506| 662 
財政・経済 1財題！］．1,909:9,242 9,17512,8:33!15,877 
巡愉・辿侶・公共？餡裳 2,837i 3,557: 3,309. 4,0531-1,1-18 

|,  1 
外 務 9841,155i l,218: 2,818, 3,100 
行政・司法 4,870.2,90!{2,5.59; 2,77、1'3,023
年金・恩給|2,876,3,762'5,0W! 6,323̀ 6,8% 
その他 428; 488' 瑚5: 199; 196 | 
...一•一..--•一・•_., ---:-----;--. -+·—-•- •. • ●●  ● ・ •一
^ -l'  
-----rI --- U’: f°,2匹i73,8~]匹1,207l田•16i11 1 4,2 86 
(i」:） 上記lJil:l r~1, National Guidanceとあるのは
.-，fi命政府によって祈設された ¥Vizaratal-lrshad 
(Ministry of Guidance)関係の支出を指す。

(t1ii所） CentrnlBank of Iraq, of,. cit., p. 50. 
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第 3表一般会、1l歳入11、J訳 (.lit位： 100万ディナール）

： ［喝：日！言Iii~|：言！］言
-- --. --------.... .一....一— -. -- . • 一・9● ●● ...  -

ー一ー・ 年 1父 ' 
. I HJ5!i I 1957 I 1958 I 1959 I rnrio 

項目―..._ ・-・-....．←一

---ー・—-- •一—·—- -—-.., l ．~ら•
IIi]股地税i2,611i 2,774 2,445 1,945'1,903 
.. ［関税・物品税 :25,501129,1,:3,27,695,27, l('i(i：沼，107税訂• I28,309[32,2叫30,460i29,434135,439
桜 セメント税 197;. 344! -3201. 323! -429 

----・ ・--・-・-. ~--嶋．．•一ー· •一 ．． 
そ 郵便・遥侶 ’2,244・ 2,560i 2,7231 2,9打 3,200
の
他
；との他政府扱閲 5,7531 6,192 8,969 5,687 7,014 

収
雑収人 1,47611,4891 1,6321 2,229i 2,892 入ー一月• 9,473|10,241 13,324.10,853I門竺
総計 /62,713:61,851175,572:89, 724!103,6 U 

I 
..•一•-. --• ·“—• -

(il:） t"と地税とは1961年法律第15舟により新設され
たもので，それまでは Istihluk税および土地税と

なっている。
(!l1i所） CenlralBank of Jrnq, op. cit., p. 49. 

とくに教育支出の培加がもっとも頷著で， 1956年

度の 995万7000ディナールから 60年［迂の 2454万

9000デ、ィナールとなっている。いずれにしてもか

かる社会サービスの増加はエルネスト偲七のいう

福祉国家原理具現化への一』星塚ということになろ

うか。

II 予鈴Kの赤字政策

さて閲題は予麻上の赤字政策の採用である。中

央銀行の年次報告によれば， 革命前の予符では収

支均衡化を日的とした保守的財政政策をとってい

たのに対し， ：革命後の財政政策のもっとも際立っ

た特徴の一つは赤字財政 (apolicy of planned i11ten. 

tionnl financial deficit)の採用である (tl:9)とされて

いるが，泊極的な．味では革命の前年度 (1957年度）

も， —•般会計は 230 万ディナールの赤字予箕で組

まれた。 これは多分に石油収入の培加期待が背後

にあり，かつまた， 開発会計の毀金余剰分を流用

できるという甚本的見槌に立っているのは明らか
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であった (itj0)。しかし，当初 230万ディナールの

赤字予想が実際には第 1表のごと＜約1197万デf

ナールの大輻入超を記録した。 これはスエス、動乱

に姑因する布油収入の減少の影秤であろうが， こ

うした1957年炭の赤字は，（1)大蔵省証券が 640万

ディナール， 12)1957年 3月19日の借救協定による

石油会社からの実際の引渡額510万ディナール，（3)

現金残高（つまり余剰緑越分）の食いつぶしが240万

ディナール， などで埋められたと中央銀行の年次

報告は述べている(tぶll)(t.1:.12)。この結果として国庫

は1958会計年炭の初めまでに過去の蓄籾余剰分

（少なくとも一般会計上の）をほぽ費消しつくしてし

まったことになるわけである(tl:13)。

このような地本状況の下で一般会計は 1958年度

を迎えたのであるu58年度の予節は歳1廿約7740万

ディナール，歳入約7360万ディナール，差引約380

万ディナールの赤字予想で糾まれたが， 革命後の

一述の緊急支出（国防治安・経済・教有など）を含

む糾政政策の変更により， 赤字予想額は約670万

ディナールと増加した。しかしながら， 他方にお

いて不急不用支出の節減を徹庇した結果， 実際の

赤字は約360万ディナールとなったと中央銀行年

次報岩は記しているは14)。

1959年度予算はカセム政権が自主的に福成した

最初の予邸である。 この59年度の特色は予箕規模

が従前に比し最大となったことであり， 歳出が 1

低0400万ディナール，歳入が 9530万ディナールと

見禎もられ， したがって 870万ディナールの赤字

予想であった。 またこの年には財政政策上もっと

も重要な変更がなされたことが注目される。それ

は一般会計における予邸支出の増大に対処し， 石

油収入の約50％を振り向けることにしたことであ

る紐15)(i_i;t6)。

翌19604ギ疫予節は歳出 1條1620万ディナール，



歳入lf恕0210)テディナールで差引1410万ディナー

ルの赤宇勘定で組まれた。すなわち財攻政策上，

前年凌に引き続き，教育，保健， 社会！関係の各支

出ならびに国防治安支出など， 一般サービス，社

会サービスの拡大をH途としたのである (IKl7)。

革命政府の採用した赤字財政の結果として， 実

際の決節上の数字としても第1表のごとく赤字恒

常化傾向が顕箸になり， 1960年駿の終わりには肖i

年度までの赤字額1360万ディナールを加えて 2360

万ディナールの totaldeficit（一応籾定数字と思われ

る。この点については第 14表の数字も参照されたし）

となったのである。 この赤字補填のため政府は中

央銀行からの借入を行なう一方， 大蔵省証券の発

行 (1960年だけで1500万ディナール）という手段に訴

え， さらにこれまでの欠損カバーのために従前の

沢金余剰分とくに！日i開発委員会に屈する開発特別

会計の余剰繰越分をほとんど毀泄してしまったこ

とが特策されよう (tl:18)。

革命政府としては赤＇和政策をとるに際し， 民間

の諸個人からの偕入が困難なため W,19), 主と‘ッて

商業銀行(11:20)の引受を基礎とする短期借入すなわ

ち U辿 unatHaiinah（わが国の大蔽省証券iこ相当）

に依存することとなるのである。 この大蔵省証券

は1959年の 500万ディナール以来増加し， 1961.年

12月にはその発行額は 2000万ディナールにのぽり

一般会計の赤字カバーに当てられている（イラク

の公共ftfi'cを示社ば第4表のとおり）。

エルネスト t~l-士の言によれば， 政府は1960年度

の予岱説明i！卜においても大蔵省証券を重要な新し

い手段として認めているが， いずれにしてもイラ

クの赤字政策は， いくつかの基本点において学問

的な意味でのそれとは本殷的に異なっている。す

なわち， まず・意図的な赤字政策は本来経済活動水

準支配のための総同民所得調批手段として予節を

第4表 イラクの公共飢't (i庫： 100万ディナール）
9 - 9 - - - • •一-•.· 一・．．．．．．→

1957年
＇項 11 l12月末 1啜年1959年1960年1961年

-.... -... 
繹 {[|]2月末I12月末I12月太l12月末
I. ．．I.．-―|-―l _．----• --

l因イラク政府公ra111,000!11,ooo!H,000!10,2001 9,400 
内！大政省証券

I _ _| 5,（)0015,000'20,000 
依i 心l-|ll,000|ll,000.16,IlOO125,200!29400 

| ! 1 

， 

扉；五:五―'・五函I10,4五！ 8，673．ー1，函 。了贔
外1ソ述借孜 ― - -•1,65,tj 6,684 I- —--[］'••一•-• 9，竺，1?竺ビ・-?73！三て・[O呂僻1ヂエコスロバキャ11慮 ーi -l -
i』tc: t-t'I'........ 1 9,088: 

総 計・ |20,088|21：竺ヤ・1.673|3l,35736,493
I 

- --•一◆

（注） 政l('f公iltは， l卜1ミ臥ill政伽時代発行されたもの

の残りである。したがって4切減っている。ホ命
政府は新規孜府公似を発行していない。
(fli所） CentralBankof Iraq, Qliadcrly珈 llcii91

of tile Central Banh of Iraq, Vol. 42, April/June, 

1962, p. 55. 

使用することをねらいとし， かくすることにより

ィンフレとデフレに対処するわけである。 また赤

字政策ば， 短期的には現在遊体可動の生産力の存

在を要求している。つまり投疫支出の増加→経済

的完全罷用という方途である。 しかしながら，イ

ラクにおいては一般会計上の不生産的消股支出の

増大は短期的にみて低生産力という理由から， 1裔

要培加→物価上昇→インフレ咬：出会計への打撃

ということになる。 また赤字政策は予箕の似誼な

那鉗iと時直に応じた変更を必要とするのだが， ィ

ラクの場合こうした配慮はなされておらず， かつ

また， その歳出歳入のI莉民経済に与える影烈れを研

究していない。 さらにいえば赤字政策は本来生産

プロジェクトヘの支出増大のためにとられるべき

ものであって消費支出を目途とするものではない

（t．訟）。と，このようにエルネスト博士も赤字政策

を批判しているのである。

こうした．てルネストt珠士の指摘をまつまでもな

く， イラクのように一般会計上の恒常的な赤字を

銀行信用という方法（大蔵省柾券など）で埋め合わ

すことは， 結局新しい貨幣の造出によって，すな
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わちインフレによって一般・社会サービスなど消

既支出の坪1)J11をまかなうことは， どうみても赤字

）月iilllに合致しないようである。 さらにいえば，銀

行信用による赤字補j箕は銀行の伯用供与能力を減

殺するし， しかも大蔵省証券発行の目的は政府歳

出歳入の手節的ギャップを埋めることにあるので

あって， 本来意味が速うといえよう。したがって

毀本形成を阻害するようなかかるインフレ政策：•ま

採らるべきでないこと， すでにイヴごレセン教授

も勧告しているとおりである (i昭2)0

m 開発財政

さてつぎにカセム政権下の財政政策のもう一つ

の支柱をなすものは， 経済開発[il・圃への支出＇占 ll当

増加と， そうした計画の組織化ということである

が， その前にIf:!政権時代の計画会計の状況をみれ

は第5表の数字となっている。これをみると，まず

1957年度の赤字が目につくが， これはすでに触れ

第5表開発委員会の，’杖入・淑Iil状況

<.ifl位： 100万ぅジナール）
----·•··. 

-~— 
、-. 年 •. 蕊|-•一・

1951i I 1957 I H沿8I 1959 
項 l1

;とiifi_〕：バ：文；：覆1：言：息l'：［璽
行政}0渭I！・説在等支III I 607 G66 724 348 
瓶汁f 祇甘I・ 圃 1i,29812,1}8510,7686,0(i3 
泌：路柄梁など 9，迅812,4187,89311ぶ86
建物等建設関係 4,73119,367110,2:-3717,089 
土地改良 1,02211,148I 1,823I 1,609 
工菜 5,039I8,591111,880I 3,872 
1.liその他支 111111,156!13,140, 8,890110,238 

ii|• (B) 、13,04157,415|52,215!40,605 
. | • I -．．．． 

収支蓋額 (A-B) ；(4-）い|(＋) i(-） 
I 9,0S,tl21,542! 9,526; 8,710 

・---・-・----・--・---------------・-・・・一ー ー・•一•一•

（注） 1959年疫の数字は， 1959年4月1日からfiil年

12月31日までの数字である。 1960年1月1日から
は:,'1'i命政府の制定した1豹定経済;;・I・販法がスクー lヽ
し，それに引きつがれることになる。
(ti.Ii所） CentralBank of Iraq, Quarterly Bulletin 

of file Central Bank of Iraq, Vol. t.0, Occ./Dcc., 

1961, p. 49. 
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たように石油収入の減少がJJ}［「f-1である。 58年皮の

開発予節は歳出 99GO万ディナール，歳入6580万デ

ィナールで約 3380万ディナールの赤字予想であっ

たが， 革命政府が新たな焔礎の上に暫定経済計画

を作成するという見地から， それまで取りあえず

実支ii•Ifil]汲の決定を下したので， 最終データの示

すところによれば， 支出額は約5221万5000ディナ

ールとなった。したがって右油収入額が予想を500

万ディナールばかり下河ったにもかかわらず， 結

果的には黙字を示すこととなったのである (iJ:23)。

1959年炭は歳出8690万デノナール， 歳入6580万

ディナールで差引 2110万デノナルの赤字で組まれ

たが， 1959年中に重要な変更が起こったのである。

革命政府は同年5月3nに「イラク共和国行政

権法」(1959年法律第74号）を制定し，それに基づいて

これまで経済開発計画の当局であった開発委員会

と 1月発省とを廃し，新たに「経済計画委員会」(Mnjli~

al•T咆祖l al-Iqti月adi)と「計画省」 (Wi舛ratal.1連也ql)

とを設四することとなった（注2,1)。そしてこの新設

された椴Iilの手によって新しい．r．11]発計画が制定さ

れる述びとなった。 1959年法律第 181号「暫定経

済計面法」がそれである（注25)。

この暫定i|•i月の実施期間は 1959年度から62年鹿

までの 4年間となっており， 計画達成のための所

要支出額は約3低9200万ディナールと見戟もられ

ている（釘36表な照）。また計両のための財政衰金源

は，すでに触れたように， 石油収入の少なくとも

50%とソ辿からの借款 (II:26)であり，エルネストt喉

士の表現を偕りれば「これら財源は 2低 3000万デ

ィナールを越えることは不可能であリ， それゆえ

哲定計両では 4年間で約 1低6200万ディナールの

赤字ということになる」 (II:27)。暫定計画法に付せ

られている説明要旨の中で， 政府は赤字の楊合は

匡内倍入に依存することを明言し(f尊28)，開発財政



第 6表 計両省暫定経済計•1iDi 支 il: '，!fl 当 (ij'i.（ヽt：アィナール）

担当 ・iti{ 局|:；帷！珈邸囀i:1 195!)年｝絞 [ 1郎0年股
I 

1%1年度
• -―・-・一.........
屈栄局I石，（）`怒．．f：)1i 
J＿棠局， 38,729,000: 
渾紐通信屈 100,831,530 I 住宅・恨光｝ni, 76 412,000 

I 
公共建築局！ 50,48'1,050

l 

煤他｝i1iI 2,1,595,o（沿
文 化局 39,1!）1,100•I 
漢との協姻暉i！ 岡 000,()00•i 

------・--....一・
I 

14,41:l, 171 I 18, 1:M,5,18 i 
9,7[il,5()(） 12,568,0()(） 
22. 456, 530 I :3t>, 190, 00'.l 

~),03,J,300 i 38,102,700 
訟，705,850I 14,015,200 

! 

11,384,442 
10,450,000 I 
26,205,0(){） 
22,925,000 
l2,438,000 

3,468,（）00 9,270,000 8,087,（)［}0 
S,:{15,)00 I 8,GSfi,000'8,070,000 
3,000,OOG : 7,000,00~} 

1962年J虻―|．．紐j計画へ＿b5―
桜り越し

-------··•ー・-··-·

4,006,6:lO 
5,550,0M), | ， 
10,115,000 I 
6浚50,00<)
11, 075, 000 

I 

I 
:J,770,000 ・ 
(i,850,()(）0 

·• •ー・····-・・--・・・・・一・ー・

4l)0，0(){｝ 
5,8('i5,000 

蕊(),（）（J(）

l(）,30{l,0(l(） 

予 (1t 1t ; 4,000,000 !！ 

総 計「`五―8五叫 80,15、1,451I 143,936,4-18 I 
------------・ ----- . • • --..一.・-・ ......一ー・...一ー ・ •·--

：一•--·——--• ----...: 
mJ,559,442 I 47, 71G,G:30. lG,815,000 

• • • • -•一ー・＿＿ー］＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿．． 
(i-l:) ソ連とのlef.が必、：1-;.!)iとある(/)は， 1959年(})技術協）］協定に1，炉づくブ P ジェク l・ <1）ことである。

(tll所） 1959年法1|［第181乃． Q：inunal-Khi)~at al-lqti~udiyal ul-Muwuqqal.ih（押i'.返緑済，iI神i法）の付―及常 1表。

[Al•H i々qtii al•'lmqiyalr （イラク jl；和 l| ．！4 ＇[f 汁0, No. 281, Dec. :JI, Hl59, p. 5.) 

においても赤宇政策をいとわない姿勢を示してい

るのである（実支I!！については後述する）。

この暫定計画は 1959会計年度の第4.凹半期，

つまり 1960年 1月 1日から実施されるに至ったが

その後革命政｝府はただちにこの暫定訃両にと・って

代わるべき 5カ年計画のプラニングに昨手し， 1961

年10月14日に新しい計ll!.ti法を制定した。 1961年法

律第70号「1961/62......,1965/66年経済5カ年計111)1祁l

目法］がそれである(tl:29)。同法は第2条において，

計画の支出総額を 5餡5634万ディーナルと見秋も

っている。同法の第 1表に示された支出内訳をみ

れば第7表のとおりである。 こうした5カ年計画

の所要支出をどうまかなうかについて， 時の計両

大臣 Tal'atal-Shaibani 博—上の説明するところに

よればそれはつぎのごとくである。

5カ年計画をまかなう財源としては j国内財源と

国外財源（つまり借放）とを予定している。国内財

源は，（II石}111収入，（2l政府・半政府槻閲収入，（3)

飼人所得（株式・借入など）であり， 1国外からのそ

れとしては(a)国際金礁槻I品J,(b)外l逗1政府，（c)民

|｝川］機1岳lなどが芳えられる。 しかしながら，計画財

源としてもっとも重要なも(})が石油収人にほかな

らないこと，改めていうをまたず， 政府としては

1961年度から65年似までの石油収入をつぎのよう

に予想している。すなわち1961年度9800万ディナ

ー）レ， 62年度 1i恕0500万ディナール， 63年度 1イ盛

1400万ディナール， 64年度 1磁2400万ディナール，

65年度 1似3900万ディナールで総計 5低8000万デ

ィナールと見梢もっている。 このうち 5カ年計画

への割当額は第8表となっており， 総額3r.,Ji:1581

第 7表 耗済5カ年甜幽lIl:I支II噂当 （平．（立：テベィナール）

-—- -—--. I ----|―----, •---|―-．-I•- --•• -----― 
担当部局 店I]当総額： 1961年度： 1962年1鈷 l!）（i3年1.rt I 1り(54年1虻 1965年）虻-—--·——•---- ••· '-----・・● ● ●ー・・・ー・"--・・ ・一・・・・・-, __―――--•••. .' ・-.•一•••ー·―----'・---・ ・・-----・・・・ . :.. ・・・・------・ ・-・ 一

l l | 
股 党局 112,990,0()0：19,782,（){l(） | 20, I79,00(） 22,7(il)，(){JO 24, fi98, IXJO i 25,571,0I)(） 
工梨｝団 166,786,000! 14,424,00(） | 24,675IOOO 39,Ii(）1,0<l(） 43,0(）8,“)0 45,072,（）0(） 

迎愉洲伯局 1:lli,,150, 000 :I 24, 8GO, 000 I ::12, 410, 000 I 2!), 800,()(）（） ！ 27,890,1)00 I :-!I,4HO,OOO 
公共建築住宅など 14(），114.ooo :| :-is,07:J,ooo 1 :io, 792,()()(） ：）A5,457,()()（） i ~4,0ll9,(l<)O I 21,783,01)() 

•一...一 ・•一—..一．．．．．•一···----·--·一・ 一•····----.-·一....—••一•.. ' —•一•一.. --・------. ..一•••...一.. -. ----------·ー・•--- --•` 
:竺_．--]」556,34竺°-| !）7,139,0()() | 1(）8.056,（）（k'l ll7.624,（）0o ! llt)，605,000 | n:!,916,000 

—· • -- I ・ •一•一•·—-—-•• I 
（出所） Al-Waq(ji'al-'Iraqiyalz, No. 5!J2, Oct. 18, 1961, p. G. 
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第8表 il•i:J.iij胡 1iが 1·:I))1..iilll収入予息！とその計画割当額

（単位：ディナー）レ）
..一..._. ・-
会許
年1必l醒 111又入予雙[ii,i-I•il1紐lj当 J!ji暉i!比 率

19611 ~)8,000,000 I 49,ooo,o()(） 50(%) 

1962 105,0(X)，0(）0 | 53,550,ooo | 56 
1963 114,000,000 60,420,r,()o I s3 
1961! 12<1,000,000 I 69,000,000 I sci 
1965 139,0()(），0()() 83,400,0(}()I 60 

麗訂．l•`-0盃，•OOO- |0• 31・ぶ扇砧oo ,．甲J勾54.45%
.. --・----・・・. I --------

（注） 石油収入からii直i祁Jぎ憤棧引いた残余が，一
般公計に101るわけである。
(lili!ir) Al-Waq<ii'al-'Jraqiyah, No. 5~2-A, Oct. 
18, l9Gl, ?・ 50. 

万ディナール（石油収入の54.45％平均）が計画財源

として予定されているわけだ。 これに政府諸機関

収入の計画振リ向け分たる 2280万ディナールと，

計画難収入800万ディナール，さらに対外借款7717

万8571ディナールを加えた総計4低2378万8571デ

ィナールが 5-JJ年計画のための財源総額として見

松もられている。これに 5カ年計両法第3条に規定

されている対外借款（ソ辿とチェコスロバキャ（1130))

の利子などの支払い分として控除さるべき1000万

ディナールを加えると， 5カ年計画全体の収支バ

ランスは 1t意4255万1429ディナールの赤宇勘定と

なるわけであるは3l)。この赤字穴埋め策について

計両大臣は一応，（1)Internal Loans（個人狩本をで

きるだけJI何iに参加させ，プロジェクトによっては株式

会社形態をとり，その株式の49％まで個人投狩という措

四も考成しうる），（2)Foreign Loans（批銀， IDF 

などの固際楓l対ないし外国政府・民間からの借放）， （3) 

その他を務胞しているとは述ぺている（注32)。

しかしながら計画財源は払本的にみてすでに挙

げたような石油収入の年々の増加が当てにされて

いることが銘記さるべきで， この予想がくずれる

と合I・両財源にかなり影態を与えることになる。 こ

れについてエルネスト1導士はどう楽槻的に見和も
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っても RI•訓収入は 3{、意:woo万ないじ 31政 7000万デ

ィナールであり， したがって 1低8600万ないし 2

似3GOO万ディナールの赤字勘定となる， としてい

るが（四3), もしこの見方が当を得ているとすれば

こうした赤字額は計画支／」i見私'lもリ額の 33.5％な

いし 39.3%を古めることになる。さらにかかる赤

字穴埋めに個人没本という形で引き出す民問借入

は非常に困難とみてよく， 商業銀行への依存もあ

まり得策ではあるまい。対外借款は経済的にも政

治的にも限られていようし， となると残る唯一の

方法は中央銀行からの借入ということになるう。

しかしながら， これはただでさえ計画の逹成が巨

額の外貨を必要とするのに， ti•I匝予邪上赤字政策

をとることとなると， 国は当然外買パランスの悪

化を余依なくされ， l乱内インフレ→プロジェクト

の未完成へと琳くことになる。また中央銀行から

の借入というがごとき新しい貨幣造出による投衰

沢金調逹は結局のところ賭個人・民間の現金所得

をふやすことになるが， かといって短期的に生産

はそうふえず消費勝要過多→インフレ圧力の附大

となってしまう。新しい信用創造による財源調達

はさらに労働・褒源など生産要素に対する術要を

も激化せしめそれらのコスト上昇→各フ゜ロジェク

トの所要経費増大→赤字ープロジェクトの中止と

いううきめをみる可能性があろう。いずれにして

も赤字財政は好ましいとはいえないようである。

しからば政府は前述したような規模の音1側を実

際にどの程桜述成しているかを実緞数字でたどっ

てみると第9表のように正に竜頭蛇）忍(/)ごとき様

相を示し， 計•i即）収入支出ともに大ll面に予定を下

回り結栄的には黒字（少なくともl9Gl年疫末出で）を

公式には記録したのである。 ということは計両立

案に際して財政政策上の見とおしが非常に廿かっ

たか， さもなくば意図的な r大風呂敷―|(U:31)なる



第 9 表 暫如l•皿および 5 カ年計画の収入・文UI状況 (J饂：ディナール）
--.---------・・---・・----・ ●,. ------り••• -• →ー・．．．•—-·年度： ； 

人●●一戸違い．―□竺97,000--｛竺竺四］三＿oー7-9,OO6] 23,3i, ．り。l) —•I...--19,453,000 1 9 5 9 I 1 9 6 0 i l 9 6 1 {A) I l 9 6 1 (B) I 1!)62 (4月～9月）
| 項 H

収 1 筍llI収x.t、下よむ；•｀|―• ●● -― | 
・ • → •一·•一••一•ー・ー・ 1 

翡 業 '2,635,0(）｛）, 10,819,000 6,048,000 l,H03,000 
l, 212,0001 

2,56(i,000 
支 IL 菜 971,000. 5,681,()(）0 3,000,()(）0 2,057,000 
jill 愉 jjfi ({J; I 1, 202, 000 I 7, 922, I)()0 6,225,OOO l,8邸，000 1 :1,642,000 
住宅・観光 1,5勺，coo I 9,908,000 I s,292,0()(） 
公共建築 2,056,000 8，叫2，（)(）0 9,832.ooo} 8,6ll,00{l ! 18,4'J:l，000 

保建 262,ooo I 9so, ooo 認7,000
，教育 -106,000 I 2,052,000 I 2,394,o(){） I I ; | =r- ~iii n I 161, ooo I 1. 961,ooo ! 5,3:12,0(){) ! 

文 tl,1~t I 9,200,000 l 47,565,ooo 1 -11,120,000 ¥ 13,5s1,ooo I 26,1'/s,ooo —__ |――-----• • • • • ----・――|. ＿ ＿＿，_ •一—ー9;＿ ＿ - --- 1 -••一・一—•-—- --•• ---•,. 
収支必額(+)2,207,000 j<+) 113,000 IC~) 6,6-11,000 ]<・I・) 9,777,000 I<-) 7,322,000 
-------・----・--·""'• -・ 一 ， • -一 ..・ー.' ー. . 一—., ―-．-- ． 

O:l:) (1) 1959年1£の数字は， 1960年1月1日～3月：llHよでのそれである。それ以1)iJ(1959年12月311'1Jあiii)は
旧I}｝］発委員会I於1係に屈する。つまり1960年1月1日から1酎定汁阿が始まったのである。 ， 

(2)表屯 196.l年度(A)とあるのは， 1961年4月1日から12月17Hまでの孜‘・ドで， ここまでが1肪定；iliiiの孜字に
属するのである。

(3)表屯 1961年1虻(B)とあるのは1961年12月181:1以降l962年3)J311]までの放字で，これは経消 5カ年，汁匝i杖l

係のものである。
(llij所） CentrnlBank of lruq, Quarterly Bulletin of the Central Bank of Iraq, No. 43, July/Sept., 1962, p. 

51. 

ことを意味し， つまるところtit銀あるいはイヴェ

ルセン教授の勧告さらにはエルネスト博士(/)いう

ところをよく吟味し， 計11t1iの再検討が望ましいと

いうことになるが， 少なくとも196:-3年 2月8H (/） 

反カセム革命の勃発現在， 5カ年計画は原案どお

りで修正はなされていないのである。

IV 1961,..._,62各会計年度の OrdinaryBudget 

さてつぎに， もう一度一般会社の問題にかえっ

て1961~62 各年度における財政の動きをみること

にしよう。

1961年度の通常予罫は歳出 1イ紘2037万5000ディ

ナール，歳人 1イ意1200万ディナールを計上， 差引

873万5000ディナールの赤字拗定で組まれた但35)。

詳細は第10表のとおりである。この61年度予笏に

ついて時の財務大臣 Madthfarllussein Jamilの

説明によれば， 予箕支出の形態に関するかぎり，

別に直要な変更は起こらず， パレスチナ軍の創設

紐 36)を除いてほ，前年炭とほぽ同様である。つま

り従来と同様に教脊・保健ならびに国防に頂点が

おかれているとのことであるは37)。しかしながら，

61年度予箕をめぐって財政政策上重要な変化が起

こった。 それは政府が，国の活動をゴ礼として石油

収入の増加にのみ依存せしめておくのは非常に危

険であることを認め， 歳入増加はすべて石油部門

以外に求めることに決定したことであるぼ3S)。い

うなれば Less-dependenceon oilというわけだ。

一方，政府は経済的社会的理由に基づき不動産税，

相続・炭産税などの怪減をはか9， またとくに股

業税の負担軽減を行なう必要のあることを明らか

にし (Iょ39)，一連の税制改革を行なうに至ったは10)。

そこで政府としては歳入増加のための財源を確保

するために1961年法律第18JrJを制定し， これに甚

づいてアラク・ビールなどのアルコール飲料，ク

バコ，ガソリンなど一連のtiり既物品税引き上げを

行なったのである(!HI)。
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第10表 1961会，;・I年度辿’11t予党 (iii.（立：ディナ・ール）

炊 iii l歳入
-.... .．．．．．．．.．.．.．．I --• -．．  

忍給・年金 6,?..58,500所得税 54.255.000
主権委員会．
事務局｝ 53,600

IY.I悦・物品税 37,468,-100 
ば忍 i也 税 2,150,600 

会計検 ff・} 51,6OO不動必税 1,503,000
lj~ 務 l口｝ 雑収入(I:「J紙） 1,245,500 
内閣 ・IJI：務局 94,05{) 

郵人：Jf. 院 48,600 税・
,1It報収入：｝ 3,175,500

外務 1h l.691,690政 J(、Fi} 'i} 4,774,193 
財 務 r. I 6,737,s20 各部局収入
内 務｀省 1,354,200 国立機凋・ 4,857,107 
指羽省 l,087,330諸計画収入｝
．tそ察 l°i'I 9,010,500雑収入 2,570,7{}0

社会l:：j逍省 1,857, $)(){) 
保 健省 l'i,838,3HO
庶防 til 39,300,630 
法 f,jJ (n 1 2,061,220 
文祁省 20,215,000

jflj 務省 2叩，800
股務省 2,874,990
郵政省 4,222,230
地方 l~I 治省 HJ0,830 
公共事架イi↑; 797,260 

臭業改革省 1ヽl,11(） 
石 油省 356,6d0 
計画省 321,,170 
工業省 411,280 
地方自治体 7,750,000 

その他フ`U ジ .Lクト｝ 6,925,0{)(）
—··- --・-・・ ------
淑 l11 ;;l• | 12(）,7&5,0(）0 | i没ー一入ー・::,.-i五国OOo,0m

・ - ----• •. ~ ~ -•........2.-
(ll1所） “Qnnun.il-M岡 niy.it.il-'Animohii-Sanat 

1961 al-Maliyab (1鉛l公n1-1，逍這‘it:t.3T法）．’＇Al-
Wu(Jai'al-'I面 Na/J,No. 518, April 29, 19fil, 
pp. 3~1l. 

1961年度通常予節はその後1962年法律第13号に

よる補正予雰の支出額64万0800ディナールを加え

て結局 1憶2137万5800ディナールの歳支規模とな

ったが， 1962年 3月24!:iの財務大臣説明によれば，

現在利用しうる数字では実支出は予定を約4.4%

ほど下回り，約 1低l600万ディナールを示してい

るとのことである偲42)。一方歳入のほうは予想よ

り約3.3％放で約 1低0850万ディナールとなって

いる。 この歳入減少の理由について財務大臣は，

(J)｝｝翡地税法一部改正法により農民の租税致担が尖

知＇，りに免除されたため， 当初予定していた 200万

ディナールが40万ディナールとなり，約80%かた
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詢必ったこと，（2)1960年後半における石油価格の引

き下げと 1961年度中の石油翰出の不振などのため

実際の石油収人は約11740万ディナールとなリ予想

より約 160万ディナールほど下lBlったこと，（3)そ

の他，を挙げている(tt43)。しかしながら他方におい

て， これら以外の部門における歳入増があり，そ

れら歳入は 5970万ディナールという当初の予想を

上回り実際には 6010万ディナールとなった。歳入

玲1加を示した項目の中でとりわけ際立っているの

が所得税収入であり，約 1'1.1%i酋，閲税・消毀物

品税ももちろん増加したがこれは予想を 1％上Ill!

ったにすぎない。そのほか不貌；産収入が予想より

13.8％多かったことは特筆さるべきで， 不飢産税

率の絃免措四にもかかわらず税収妍加をみたのは

経済活動の上向きの領向を反映するものだ，と

Ma辿 farHussein Jam:il財務大臣は述べている

(tl:•14>

゜財務大臣はさらに赤字問逍について触れ， 1961
年炭ぱhli正予多店を含めて 937万 5800ディナール(/)

赤字予想であゥたが， つぎの理由から赤字が解消

できるといっている。 まず第 1にすでに触れたよ

うな尖支出・収入からその赤字を 19.2％までに少

なくし，したがって約760万ディナールの赤字が残

るのみとなったこと。第2に石油会社よりの利権

料支払い方法の調整がなされ会計年度と歩調が合

うこととなったので， 一般会計割当分が5740万デ

ィナールとなり， したがって実際の歳入給額が約

1低1840万ディナールで結局61年陵一般会計•t::!:240

万ディナールの黙字を示すことになるとしている

（注45)c しかしその後中央銀行が示した統計数字を

みると歳t.LIl悠1918万80()()ディナ-・Iレ， t羨入 1低

~070刀ディナールで淫り I 151万 2000ディナールと

わずかではあるが革命後初めての黒字柑j定となっ

ているのである(n:46)。具体的な数字は第11表のと



第 11表 l961年度一般会計紋入•以l1且状況 (Jit位：ディナール）

淑 入 Ij ! 

~
 

入
税
税
税

並
収．

im
沢・
紙

叶

税
油

動＂ナ,f 
村
所
不
印

直

接

税

一

地
物
ン
計
．
 

税
メ

把
関
セ

•9. 

間

接

税

税
税
税
,＂‘ 
r
:
＇
ーヽ

て；．．．
の I~~ 使 ·'iじ侶 i
他 その他政府機関！雑収入

閃l ft 
ー・・一•.．．．. • ••— ー・·-·— ー・•

歳入総 i-l.|

--|―— 0-••履――•---

• --・・・----・-----・・・ ー・・・ ・・...一••”―-―----． ------・・-・----・-―--・一
邸，121,000 料 防・治 安l 45,052,000 
5,073,000 
2,084,000 
教脊！． 29,012,00!)

9 ... 

l,231.co() 社会・地方公共問題' ;.G,586,000 
66,509,000 ｛呆健 6,8.1]，000

...-．．．．．ー・--・・・．．．．・ナショナル・ガイダンス （渇1,000
776,000 
:36,8疫，000 財政・経済 Itij 題 12,541,000 

姻，000 迎柏油（品・公共事業 、1,440,000
38,072,000 クト 務 3,316,000 

8,082,000 
行 政・可 法 3,170,、OOO

9,588,000 息 給・年 金 7,349,000 
3,t!.49,000 Iその他 2切，000
16,119,000 i i 

120,700,000 I fi文！li 総在I• I 119,188,000 
011所） CentralRink of Iraq, Quarterly Bttlletiu of the Central Banll of Iraq, No. 43, July/Sept., 1962, pp. 
4'1~50. 

おリである。

こうした一般会計上の焦字（少なくとも公式には）

に味をしめた政府は翌1962年鹿も引き続いて赤字

千群を糾んだ(/)である。すなわち歳出 1{．船700万

3945ディナーJレ；歳入1（:¥:11845万6284ディナールで

差りl8547J7661・ディナールの赤字翡り定である畑17)。

詳細は第12表のとおりである。この62年貶予符に

ついての財務大臣説明要旨によれば， 同予符を中

心とした政府の財政政策はこれまでと同様四つの

原則に要約されるとし，（ll生産活動の刺激，（2）イ

ンフレ防IKと外貨バランスの保全，（3）岡家の重要

サービスヘの支出増加と不急不用な支出の削減，

{4)国庫財源の発展， とを挙げている（注侶）。

まず第 1に生産活動の刺激とは具（本的には前年

炭とinl様股業工業および建波など privatesector 

の生廂活動を刺激することであ9, ｝製業について

政府としては股民がイラク国内社会において多数

を占め今後 10年に農民の尖質所得0)l憎大なしには

イラクの社会発展は実現しえず， しかもイラクの

燐業i替在力はまだ十分利用されていないとの認識

の士．に立ち， 依然として絶えない人口の都市流入

第12表 1962会計年度通常予'n: （il1位：ディナール）

歳 IH 歳入
..—- -•——--—- I 
恩給・年金 6,503,500 ［扇―・・f；税！ 58,257,500 
主樅委 L•1 会
事 務 )~ I} 53,550 関税・物品税！ 40,000,000
会計検査 I 

‘JI：務局i} 49,595 i i股地税 1,015,400
内閣事務局 1 96,230' 

不動苑税 2,325,000 

人事院 46,550雑収入（印入） 1,368,000 

外務省1 1,839,3301郵 税・
財務省 5,645,990i'心報収人｝ 3,5ll,000
内務省11,365,500 
指羽省 1,308,880政府各部局

怜察庁 10,195,400
収入｝ 4,618,170

社会問題省 1,855,650 IF-国寸ー機関・
保 ｛建 省 7,538,330話計画収入，｝

3,785,214 

国防 /h39,000,000雑収入! 3,576,000 
法務省 2,］59,200 | 
文部省 23,750,000

商務省 210,,110 I I 
農務省 2，潤7,060:
郵政省 4ふ87,560! 
地方日治省 1 139,150: 
公共事架省 i !)29,730 
股架改革省， 13,080 
石油省 364,130 
計両省 413,380 
工業省 400,740 
地方自治体 8,B00,000 

その他
ブロジェクト｝ 7，お0,000I 

阪誓貰］―i五，函頑―i；文言―|118,15G,284
..一・・・・•一．．．―．．．．．··•--"一•一"-一ー•一ー・•--•一．．＿:-一――- •一—

（出所） “Qaniin al-Mizaniynt al-'Ammah Ii蕊 nat
1962 al-Maliyah (1962会計年J如迎’i託符法），’'Al-
WaqM'al-'/raqiyalt., No. 658, Mar. 28, 1962, pp. 
4~5. 
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とそれに甚吸する失架問題の緩和などを期するた

め， 農業部門強化のための財政政策の緊要性が指

摘され， すでに61年度中 2回にわたる農地税法の

改正を通じて g忍民は租税負担を実例的に免除され

たのである。また政府は股業改革による股民への

貸与地よりの share収納問題解決に意をつくして

いるc このほか農業部門についてはとくに国内小

変市場の育成措四をとる。その手始めにすでに政

府は小麦楠入をストップし国内産小変の伸びをは

かっている (tl:49)。

工業部門についてばすで1.:.61年庶に相続・衰産

税法改正により産業株式と財茄1illi額の 30％までを

課税免除としたことが挙げられる。産業助成措骰

としては機械・設備・原材料など汽本財の諭入税

免除，所得税の減免などをとってお見 さらに財

務省は国内産業育成のための保護関税について •t襄

諏検討中である(tl:50〉。

財務大臣が述べている財政政策上のもう一つの

要点はインフレの防止と外貨バランスの保全であ

る。 これについて財務大臣は政府の公共支出が過

去3年間に著しく増大し， 1958年度を‘100として

61年度の一般会計においては 146.5, 開発会計に

おいては 112.1を示'...,,.ているが， かかる公共支出

の哨大にもかかわらず貯菩率はそれに伴って培大

せず， かつ生産活動の伸びに限界があるため，ィ

ンフレ圧力が大きくなったとし， 一方石油収入の

変動から外貨収入が予想を下回ったにもかかわら

ず，インフレ緩和のため勅入をはからねばならず

勢い外貨バランスが悪化したことが注目される，

と述べている。これを逆にいうならば， 政府がこ

うした状況をしぶしぶにしる認めざるをえないほ

ど事態は悪化しているということになる。 こうし

た局面に対処するためとらるべき措骰として財務

大臣は5項目を掲げている。すなわち，（1）公共支
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出にブレーキをかけること，（2)中央銀行その他一

般商業銀行などの貸出条件を再検討すること，（3)

源金を奨励すること，（4）隙税政策と翰入ライセン

ス制度との間整，（5）生産の奨励と税収の増加，な

どであるほ51)。

以上のような政策的観点に立って政府は， 1962

年度予邸において教育・匡防・保健などの緊要な

支出はこれを増額し， 一方不急不用の支出を削減

し監舒をきびしくすることに留意している， と財

務大臣は言明している。

ところで 1962年笈の一般会計歳入見耕もりにつ

いて大臣は， 今年度の歳入予想は約1憶1850万デ

ィナールだから対前年比5.8%増であり， 非石油

部門収入は6650万ディナ＿ルで対前年比5.6％増，

石油収入からは5200万ディナールで対前年比6.1

％増を期待しているとのことである（注52)。

財務大臣は最後に赤字問題について触れ， 854万

7661ディナールにのぽる赤字予想は対前年比8.8

％該だとし， 1962会計年度にはいるに当たってと

くに「楽観主義」 (Optimism)の梢神を抱くように

と結んでいるが（瞬3)，まったくのんびリしたもの

である。

v 結びに代えて

1962年度予罫に盛られた政府財攻政策の基本角

度は以上のとおりであるが， 具体的な実支出・収

入についてはまだ最終数字は得られないが， 中央

銀行の発表した 1962年4月～9月までの暫定数字

をみれば第13表のとおりであり，また同じくイラ

ク政府の公共負訳は， 第14表に示すとおりとなっ

ている。この第14表で気のつくことは U虫Eunat

I-fozinahすなわち大蔵省証券の発行府が従前に比

し（前掲第4表参照），大幅に増加していることであ

る。この大蔵省証券の利用方について革命政府は



第 13表 1邸2年1父一般会社歳人・淑il1状況 (1962年4月～9月） (「ii．位：ディナール）

淑 入 I 淑 出
●● • • --- -． ・-・・---・ ．ー・・ 曇ー·----·一•---▼― ―→  •• ----I 

油収入 12,(;()8,000 国 防・治 安 2::l,215.000 
得税・沢遁税 3,018, (J(X) 
勁脱税 1,008,000 ．教有 13,8•11, 000 

.11,」... ! 1 i 
i jりt
接：：不

紙税 657,0()(） 3,7l5,000 1社会・地方公共問題
、iI• 17,695,000 

税！ドll
! 保他 3,435,000

地税 ナショナル・ガイダンス 298,000 
税・物 11"＼税 18,602,000 財政・経済 IHl 題 5,155, 00) 

l"I : II : }~足
接 li l刈
税・セ メント税 240,000 

計 18,842,（）(}() 巡愉通侶・公共事堺 1,980,000 

;-c i.r.11 r.,r. "'/='• • 
外務 616,000

0) 1 邸使． iじ（，:_;•． 1, 342,000 行 政・司 法 1,523,000 
その他政 i（寸扱 lyd
農I雑収入！

5,539,000 
2,256,ooo 忍 給・年 金 3,667,000 

入： 、fr : 9,138,000 jその他： 104,000 
． ．・一．．．．．．．．．．．．． ．．ー．． ．．．．ー・・・・-・------・-

歳入総 il・| 45,674,000 |i設 li1 総 Jt I 56,549,ooo 
•• -•• • - ----・ • - -- • •一ーー・一• --• ー・“~ ・ • • • • •・一• ••一—---·---------· 一・ー・ ・—●● •—· --• --• •- -•--
(il:．) il'［接税の合；il・額が17,695,000ディナールとなっているのは， t足地税収入344,000ディナールを含んでいるか
らである。これは1961年法律第15月・「股地税法」が制定されるまで Istihl,ik税と土地税（その性格-KIi11桜税の

秘的に属していた）が一括してiと地税と：iも示されていたことに1kl8する。したがって，僚者も中央集行の区分
方法をそのまま矛IJJIIしたしだいである。

(！ l11所） c~ntral Bank of Irnq, QiヽarlcrlyBu(lctiル,iflite Central Bank of Iraq, No.'1:{, July/Sept., HJ62, pp. 
49•~51). 

第14表 イラク(/)公共負h't (iii.(．i[：ディナール）

JJi | :I 1961年12月 I1~·62年 9月
31 I~ 現在 i 3(）日現在

固 1イラク政府公［｝（ ~),400,000 」 8,600,000
l村；大蔵省証券 20,000.ooo I 39,000.ooo 
依 •in- 1 29,400,000 1 3s,Goo,ooo 

..... .. 

対不i illI 会社： 1 409,000 | -
外 1 ヽノ述借款 6,684,000112,-197,000 

借チェコスロバキャ｛諒 ーl _ 
I 放 t l• 7,OH3,000 I 12,497,ooo 

..... 
ー・.......•一···----- ---・ --•一

総 i+ | 36,493,000 i五，0§7,000..
•一---·-·--·-------·----...(!lj所） CentralBank of Iraq, Quarterly 81ヽllcli91

of the Central Bani, of Iraq, No. 43, July/Sept., 
1962, p. 55. 

これを便利な手段と考え， 筆者がエルネスト縛士

の言を引J|］しながら， 本来の意味をこえて利用す

べきでなし、ことを指摘しておいたが， かかる大蔵

省証券(/)発行高増大は財務大臣の政策的言明にも

かかわらず， インフレ圧力に拍車をかけるものと

いわなければならない。いい換えれば， 大蔵省証

券は赤字穴地め(;,との赤字は合理（加J赤字政策とほかけ

離れたもの）のためり）肖転車操業に利用されてい

るといってよい。 ちなみに1962年 1月 1日より 12

月31日までの 1年ilflに大蔵省証券は前後21回にわ

たって発行されている(it54)。1回の発行総額は500

万ディナールという・tn行になっているので， した
がって延べにして 1低0500万ディナールの大蔵省

証券が発行されたことになる。 もちろん大蔵省証

券はおのおの 3カ月満期で依還されるのである

が， こうした回数と時期的ヒ゜ークよりみて， 単に

歳出・歳入の季節的ギャップを調抵しているとは

義理にもいえないようである。 こうした事梢とあ

いまって第15表にみられるように一般会計の赤字

繰越額が年々附大する傾I句を示しているが， たと

えば1962年 9月現在の赤字累計額は 3367万4000デ

ィナールを示しており，これは邦貨既節337｛意円に

すぎぬとはいえイラクの 1962年朕予群の歳出規模

の約26％を占めている楊定になるわけで， 財政上

まことに即々しき事態といいうるのではあるまい
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第 t5表 一般会計収支状況 （輝：デ．ィナール）-̀•一•---―-．．．ヽ•-- ---• 

I 19/  | l-`---| 
--• I ---・ •.. -•一· • ---0. ．．．．--・ ••—ー・．．． ．．．＾ー•一ー· • --・ •..—--

1 9 5 9 J 1 9 6 0 [ 1 9 6 l I 1962(4~9月）

f:in入161.，851,000 75,572,000 •------Si72i:OO6―---i蘭涵，盃― 120:iOO盃o-il 45,,;;•4,00; 

歳 l」i額 73,821,000I 79,207,000 I 100,rn1,ooo I 114,286,000 I 1rn,1郎，oooI 56,549,ooo 
収支差額 (-)ll,970,000I (-) 3,635,000 j (-)10,443,000 I (-)10,G72,00D I (+) 1,512,000 I (-)10ぶ75,000
而年度よ1 ―- 「--—--―|―- --・・・・・ • ···—• 
り繰越額

(+〉 439,000I(-) ::3,196,000 J (-)13,639,000 [ (-)24,3ll,OOO （←-) 22, 799,ooo I c-) 33,674,ooo ----- ＿」--•---_L--•-. 」----—·
（出所） Central Rtnk of Iraq, op. cit., p. 118. 

か。 しかもこれらの諸データはあくまで政府の発

表した公式数字でああって実際にはもっと赤字額

の多いことが一般に感じられている。

以上において概鎖したカセム政権の財政政策は

1963年2月8日に起こったクーデクーによって名

実ともにヒ°リオドを打つこととなった。 カセム失

脚の原因は多々あろうが， 少なくとも則政的見地

からみれば，（1）対クルド族問題のためぽう大な戦

!'i'を要し， 不生産的な国防・治安関係への歳出が

年々巨郷このぽったこと，（2)しかもこれらクルド

族の住んでいる北部4i•l•I （注55) はイラク経済にとっ

て， もっとも重要な地城だといわれている関係上

(tt56)， 一種の内乱であるクルドとの対立は経済的

にみて稲々の生産活動を阻岩していること，［3)ま

た他方では， 理性的な緊縮財政を時宜に応じて行

なわず， 一般会計においても閲発会計などにおい

ても総花的な人気取り放慢財政ともいうべき派手

な赤字政策をとった関係上， 新しい信用創造→消

股徹要増大一）、インフレ圧力→翰入増大→外貨涸渇

関税引き上げによる軸入削減→インフレ傾向の強

化→生活苦ということになり一般庶民の不満がう

っ殺したこと，など諸種の政策的失敗がカセム政

柿の死命を制する—--つの決め手になったように見

受けられるのである（注57)。

今後アレフ新政権がいかなる政策を股徘lしてい

くか閑心が持たれるところであるが， たとえいか
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なる政策を採用しようとも， カセム政権時代の政

策的欠陥をよく検討し， かっ専門家の意見を十分

反映した政策をとっていくことが望まれるしだい

である。

OJ: l) エルネスト悼士はイラクきっての財政通と
いわれ， 1963年2月に派者がイラク中央銀行の濶介部

.lとアプ l・・ル・ラザーク・アル・ルバイー氏に会った際，

エルネスト 1専士が近く中央銀行の理？J［会のメンバーに

なるという話をlit!いたが，その窯味からも， fillI邸：l:(l）

意品は紅i聴にiilf.しよう。

(tl:. 2) ニルネスト1lg:l：は財散政策の日概につい

て， 「財政政策は一般に 3大H椋ク）夷況をねらいとし

ている。それは(1)総投下賢木のがI力IIによるl月民経済0)

発展，（2）経済活勘レペルの変励の数しさを緩和するこ

と，（3）国民所得配分における格差をなくすこと（つま

り福祉l；目家の実現）だ」としている。 (JohnErnest, 

"AI-Siyu!;at..al-Maliyah fi al出’Iraq（イラクにおける財

政政策），’'Al-Tijiirah,Vol. 25, No. 1, Morch, 1962, 

pp. 9~10.) 

（注 3) イラクの通1'rはイラク・ディナールといい

lディナールは 1スクーリッグ・ボソドに相当する。

（注4) John Ernest, op. cit., pp. 11~12. 

（注 5) ：：：：ペンハーゲソ大学のカルJレ・イヴェルセ

ン教扱は，当時(/)イラク国立鋏行総故の要請に基づい

て， 1954年にイラク金琺政策全般に関するリボートを

即 I.Iした。このイヴェルセ・ノ勧告に五しづいて， !Ji!立銀

行が中火銭行に改組されるなど，いくた (J):rr（要な改革

がなされている。この金融政策ということはを教板は

財政政策をも含む広義のものとしているが，いずれに

しても，このイヴェルセソ籾J告はイラク槌済研究上の

：f(要文献といえる (CarlIver芯 n,A Report on 1'¥.fone・ 
tary Policy in Iraq, National Bank Qf Iraq, Bagh・ 



dad, 1954). 

CH.: 6) John Ernest, op. cit., pp. 12~13. 

（注7) V. M.miakin, lntroductio,z to National 

Accounting in Iraq for 1956~19(i0. (?vlimco)，第15表

参照。

（tじ8) John.Ernest, op. cit., p. 13. 

（注9) Central B~nk of Iraq, Annual Report 

1960, p. 105. 

（注10) 一般会計の赤字をU}［発会計からの短批J.fit入

という形で流）TIするという非えは，すでにtlt銭勧告が

認めていることを付記すべきであろう。(TheInterna・

tional Hank for Reconstruct:on and Devlopment, 

Tha Rconomic Develapment of Iraq, The John:; 

Hopkins Press,恥 ltimore,1952, p. 95. 

(il:11) Central Bank of Iraq, Annual Report 

1958, p. 32. 

（注12) この1958年の中央銀行年次報告では， 1957

年疫(/)赤字を約1400万ディナー）1• としており，この，点

＊秘第 1表氾；彼の・数字 1197万ディナールとくい迩い

があるが，この点について，咽者が中央鋲行のアプ 1:

ル・ラザーク・アル・ルバイー；鴻在部長にたずねたと

ころ， 58年の数字は'l!i定数字であり，赤字1197万ディ

ナールが放終放字との話であった。

（注13) Central Bank of Iraq, Allnttal Report 

1958. 

（注14) Centrnl Rank of Iraq, Amwal Report 

1959, p. 39ならびに CentralBank of Iraq, Annual 

Report 1960, pp. 105~106. 

（注15) Central Bank of Iraq, Annual I<eport 

1958, pp. 106~107. 

（注i6) 革命前においては，石袖収入の70％が郎発

に向けられ，残り30％が通祁可算 (Ordinarybudget) 

に盟り当てられていたが，革命政椛は， 1959年法祁第

74号 Qnnoinal-Sultat al-Tanfidthiyah lil-Jumhuriyat 

al-'lraqiyah（イラク共和国行政椛法）を制定し，その

第 3 項 (A) において石油収入の50％以上を経叩脳紅I•

面に振り向けることを明記しているが，このことは一

般会汁に残りの50％以下が振り向けられる勘定になる

わけで，結局，折半原則の下，具（本的には．ある程庇

弾力性をもたせるという方法をとったものとみていい

であろう〔Al-Waq,'i.i'al-'lraqiyalz（『イラク共和Iii官

報』）， No.164, May 4, 1959, p. 13 1,3;照）。

（注17) Central Bank of Iraq, Annual Report 

1960, p. 107. ~照。

（注18) Ibid., p. 110. @照。

（注19) イラクには株式市湯なるものは存在せず，

したがってまた，最J胡起auli船もない。さらに，民間
t附佃人の貯帝性l句からしても，政府自体の俯用度から

しても赤字公m.発行は，ちょっと •K観I！なようである。

（注20) わが「~I でいう市中鍬行のことだが，企棠投

i~. {,繹lit付などには目を向けず，主と 1、て短期の商

菜金融（たとえば＇泊 UI入歿易決済のためのそれなど）

を磁んでいるようで， コマージャル・バンクというこ

とばが使われているくらいだ。これはクエー I・ などと

l吋じである (tlI濱，「クニートの金隙ijit」i」, rアジア
紐済』，第 4牲第 5号， 113ページぢ照）c

（注21) John Ernest, "Al-Siy祁atul-Muliyah fi 

al-‘Iraq”, Al・Tijみ・ah,pp. 81~83. 

（注22) イヴェルセソ教扱は個沿・.())中で，イラクの

金敲政策 (ll1致政策を含むJ公義のもの）の指針として

の経済n椋は，インフ VJ1:)）を凪避し，逸切な外貨準
V:ii糾特に見合うような安定的均衡を実現するにあると

指摘している (CarlIven;en, up. cit., p. 177.参照）。

（注23) Central Bank of Iraq, Annual J,切cport

1960, pp. 112~123. 

（注24) 「イラク；共和困家行政枷法」築9条坊1項お

よび第 2 項参照 (Al• Waqiii'al•'lraqiyah,'.:\o. 164. 

May 4, 1959, p. 13.）。

（注ZS) "Qunun al-Kl出！atal-Iqti~acliyat al-M uwa-

qqとltah",Al-Waqiii'a/-lraqiyah, No. 281 Dec. 31, 

1959. 

（注26) 1958年のカセム』'ii命に好．代的であったソ連

は，革命政椛といち早く通崩協定を結び (1958年10月

11 日濶印。 Al•Waqiii'al-Iraqiyah, No. 76. Nov. 16, 

1958参照），さらに翌59年3月16日モスクワにおいて

「経済および技術協力協定」に謝印し，総領5位5000

万ループル（当時の対金佃i格）にのぼる伯紋をイラク

に与えたのである (Al-Waqai'al-'lraqiyah,No. 147, 

Mur. 29, 1959蝉）。

（注匂） John Ernest, op. cit., p. 15. 

（注28) "Al-Mu辿akkiratul-Tafsiriyah li-Qant1n 

al-Kh肛atal-lqli呼a<liyatal-Muwaqqatah (l/．昨定経済計
西法説明要旨），’＇ Al•Waqai'al・‘lraqiyah, No. 281, 

Dec. 31, 1959, p. 75. 

（注29) "Qanun al-Kh!t~at al-lqtis_adiya: al-Taf~Iri­

yah lil-Sanawat al-Klmms; 1961/62~ 1965/66," Al・
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Waqiii'al-'lraqiyah, No. 592, Oct. 18, 1961. 

（注30) イラク政府はチェ：：：と．0）『lにも「経済・ 1支

裕i協力協定」に茄1印し(J960年lO月23日），この協定で

チェ :::rから1200万スクーリソグボッドの1l,1,i火をうるこ

ととなったのである（協定第3条） （Al-Waqai'al-

'lraqiyall, No. 439, Nov. 9, 1960)麟）。

（注31) "Al-Mu辿akkiratal-Tnfstriyah li-Qiinun 

al-Kh!t~at al-lqti~ncliyat nl-Taf~1liyah lil-Sanawat al-

Khams; 1961j62~1965郎（経済5カ年計画約1日法；悦

明要旨），’＇ Al-Wa,jai'a/-'lraqiyalz, No. 592-A, Oct. 

18, 1961, pp. 49~53参照。

（注32) !bi、•l., pp. 53~51参照。

（注33) John Ernest, of,. cit., p. 15. 

（注34) レバノン人でマイアミ大学の助教扱といわ

れているハマディ女史が，アラプの気質についておも

しろいことをいっているので紹介しておこう。かの女

によれば，アラプの帖四の一つは誇張という性 I~] であ

る。アラプは一般に自己のなしうるより以上のことを

約求するn またアラプは小さな数字より大きな数字を

好むと。これはアラフの一且たるンバノン出身の女史

が諮っていることばだけにこの際映味深いものがある

(Sania Ilamady, Temperam切 tand Character of the 

Arabs, Twayne Publishers; N.Y., H)60, pp. 59 ff.参

照）。

儘 35) "Qunfln al-Mrzuniyat al-'Ammah li-Sanat 

1961 al-Nlaliyah (1961会計年）皮通常予坑法），’＇ Al"々K

qai'al-'lraqiyah, No. 518, April 29, 1961. 

（注36) バレスチナ静放のためにとパンスチナ避殻

民からなる平似をカセムはつくったのである。

（注37) Marlthfa:-Hussein J呻 1,"Tatawwr Ab-

wab al-Ma~rufiit wa al-Iradf1t 6 Mrzuniyat 1961 al-

M~liyah (1961 会 :ti•鱈式における即ll 栽入項日の

発展），’＇ Al-Tijarah,Vol. 2'1, No. 4, Dcc.1961, p. 58. 

(tl:38)・“Mucl_!!_mkkiratIdahiyah hawlu al-Miziini-

yat al.、A.mmahli-Sanat 1961 a]ぶ1aliyah(1961会計年
度通常予坑に1対する説明要旨），’＇ Al-Tijarall,vol. 24, 

No. 2, June 1961, p. 8およびp.20. 

（注39) Ibid., p. 20. 

（注40) 祖税政焚の間邸は財政政策の重要な一部を

なすものであるが，木摘では祇数の関係もあり，これ

を省き，またの機会にゆずりたい。ここでは， 61年の

改正法の名を記すにとどめる。ーー1961年法律第15号

「批地税法」， 1961年法律第16号「不勁並税法一部改疋

54 

法j, 1961年法律t\¼17号「 ~1滋・究旅税怯一部改 il：法．I,

1961年法律第1>0号「殷地板法一部改布法l

(il:41) Al• Tijarah, Vol. 24, No. 2, p. 2(J. 

（注42) Ministry of Finance, Explanatory Note 

011 the D,'aft Law of tile Ge11eml B1ヽ(lgclfl)rFill(lJI・

ciat Year 1962, p. 24. 

at:43) Ministry of Finance, op. cit.. pp. 24~25. 

0.1:44) Ibid., pp. 25~26. 

（注15) Ibid., p. 26. 

，，、注46) Centra]恥nkof Iraq, Qua,・lerly Bulletin 

of the Central Banll of Iraq, No. 13, July/Sept., 

1962, pp. 19~50. 

（注47) "Qnnun al-Mizuniyot al.、Ammahli-Sanal 

1962 al-Muliynh (1962麟•年度通常予群法），’'Al-Wa・

(Jrii'al-'/raqiyah, No. 658, Mar. 28, 1962. 

（注48) Ministry of Finance, op. cit., p. 2. 

（注49) Ibid., pp. 4~6. 

(il:50) Ibid., pp. 6~9. 

（注51) Ibid., pp. 13~18. 

CH:52) Ibid. pp. 23～訊

｛注53) Ibid. p.27. 

(tl:5'1) 大絨省証券公秘に関する財務行告示第3号

より第35号までの1]ij後21回のことである。これら告示

はそれぞれ Al-Waqai'al-'lraqiyah, No. 642, G50, 

652, 670, 674, 678, 680, 684, 700, 708, 712, 715, 

717, 7)9, 737, 747, 749, 750, 752, 755, 757各号

に掲叔されている。

（注55) エルビル，モスル，スレマニア，キルクー

クの諸州。

（注56) 北郊4州は，古米， l股説な：：：：：日月地・ii;:」

(Fertile Crescent)といわれている地域の康半部に当

付表 1イラクの位入 (111(:il: 1,000ディナー・ル）

一面一•• 日--•l 1958「ig59-芦―1函碍闊. i 1 
i)] 食判品．クバコなど 17.6131 叩］9 31.4町 36.891 13,4C6 
＆釦砧』その他 12,64012,57314,797 13,4% 6.221 

1~1,w1,＇＼，せっげんTin畑 2.477 3.733 4.'l72 5 117 2920 
di 久泊 1し 1li 6,463 6,202 10忍7 9.682 5,244 
lけ；＂ 39,193146;5刀 60,813 65,185 27.591 
ー・•一•一.... _...............-······--~- ------

〗問 ？卜改 tiI i,•器ii1!；翫謡｝i li:i翡溢
その他 ft人 Ui一•一梵醤11§i:t;,I 認：器 1 臨駁翌 1 誌盟

1 1s.162I 
• 一・

ミの 他 15.76:」竺竺|18．叫 19,7叫？竺
総 tl• l 直816L竺竺竺,345113~．竺立:
(ili) 石油会社によろ柏入をf全く。
（山祈） Centrnl Bank of Iraq; Q11artcrly B11llcli11 Qj tire 
CC9IIrai Ba91k (1J I”“1. No. 41. p.“~35，および、•o. 43, 
p. 34~3.S. 



たり，綿花，・クバコ，麦その他の［⑪産物ならびに鉱物

i侑1h'［などにおいも，イラク経済にとって爪淡な地位を

占める。

（注57) 松出入，外1？保打麻などの推移については

付表(1)(2)(3)を参照されたい。

付表 2 イラクの仰i1 (li1it: LOOOテ・ィナール）

昧 3手持クt1tおよび金 (tli位： 1,000う’ィナール）

届元函
l五函＇一
29,968 

碑，718

塁I/t--ritt 23,601言如玉．マ蕊4 11,282 11,377 

虚＿ーし i 竺•?; 23,：:；1 15,:：I ]1,；：］ ll,：：: 
項 目 ［了叫 l-;960ロ盃印26閤

ー··--·一•--呵. - -・ • --．- 〈A） 外 i;t沢荘 1:14,6321 98,392'7．o.863 56,612て万歪
＋ 1 35．訊3130.4201 35,444 デーツ・大

紐花・皮 '•1i

木

タパコ・デ
など駁

セメントそ

そ

給

:i t.1品
I材料
甜

ニース
怜！II
：囚晶

他

3ト

（注） 下油紐IIIを除く。

8,360 5,203 

3.、150 4,412 

632 56 

291 111 

1,0•10 1,210 

678 646 

14,451 11,638 

4,207 3,937 8,596 

2,309 2,168 1,245 

18 78 65 

105 5 17 

臨 1,152 452 

368 486 130 

7,965 7,875 10,505 

(Ill！行） CentralBank of Iraq op. cil., No..U, p. 39, No. 
43, p. 39. 

金］2;66!I 30:689! 

(B) ----1 --――---—-―総•▼ ;It ]27,2931竺竺竺竺呵 88,Cる
(IIi所） Centr11IBank of Iraq, Quarterly B11lleti11 of the 
Central lJa11k of Iraq, No. 36, Oct./Dec., 1960, p. 10およ
び No,43, July/Sept., 19G2, p. 10. 

（アジア経済研究所濶立研究部第 5囮壺室）
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